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質問の骨子 『ええじゃないか豊橋推進計画』の核となる4つのコンテンツ

「とよはし食文化」では『新たな「ええ級グルメ」の提案』『スローフード・スロ

ーライフ文化の発信』『ええじゃないか豊橋物産展の実施』を挙げていま

す。本市の豊かな水と温暖な気候によって作られる地元のおいしい食

や、「豊橋カレーうどん」のような流行、これから始まる『伝統食品や優れた

地域食材』による『ええ級グルメ』は、「豊橋」の良さを都市の個性として

活かすシティプロモーションとして大変期待できる。 

関連となる『ほの国流ライフスタイルの提案・発信』の基本構想にある

目指すまちの姿は、「ゆったりと暮らせるまち」。つまりスローライフです。スロ

ーライフとは、生活様式に関する思想の一つで、地産地消や歩行型社

会を目指す生活様式をいいます。ゆったりとした時間、スローが贅沢であ

るといった価値観は、新しい時代の価値観として受け入れられ、豊橋・東

三河への移住・定住に繋がるかもしれません。 

スローライフに関心のある全国15市町村が集まる『スローライフまちづく

り全国都市会議』では、『地域の歴史、伝統、文化、自然、産業、農業

など、あらゆる分野にあるスローライフの資源を磨き上げていく方策の研

究』『加盟都市間の交流と連携及び意見交換』その他”スローライフ憲

章”にのっとった活動がされています。本市は現在未参加ですが、この会

議への参加や加盟は、相互啓発として大いに期待できるのではないかと

思います。 そこで、以下について伺いしました ☞☞☞☞☞☞☞☞☞ 

 

問① スローフードに対する現状の認識と対応について伺う。 
答 文化市民部長 スローフードの取り組みは、多様で豊かな生活を考える

「きっかけ」の一助になるものと認識。「食」について考える機会を提供するとと

もに、シティプロモーションの一環として「地域の食文化」の情報発信を図るな

ど、事業実施の支援を継続する。 

問② スローライフに対する現状の認識と対応について伺う。 
答 企画部長 温暖な気候、豊かで多様な自然、比較的平坦な地形とまと

まりのある市街地、新鮮で豊富な食材、誇りある歴史などの、諸条件を備え

た本市の環境は、スローライフを実現させるにふさわしいと考えている。こうした

特長を活かし、誰もが健康的でのびのびと暮らすことのできる質の高いまちづく

りを多くの方とともに取組んでいく必要があると考える。 

問③ スローライフ全国都市会議に対する認識について伺う。 
答 企画部長 スローライフを実践している都市が集まり、交流、連携、情報

交換などを行っていると聞いている。まちづくりの事例の中には興味を引くもの

もある。本市の今後の参考としたい。 

問①～③まとめて２回目 スローフード・スローライフをシティプ

ロモーションとして、今後どの様に推進していくのかについて伺う。 
答 企画部長 こうしたライフスタイルが実現できるという点は本市の大きな魅

力、シティプロモーション推進計画においても重要な項目として位置付けしてい

る。今後も、様々な方々からアイデアをいただき、環境の整備や仕掛けに積

極的に取組むとともに、情報発信にも努めていくことが重要であると考える。 

 

 第１５号発行のご挨拶  
 

超高齢化社会の課題を解決し、老朽化するインフラへ対応するとともに、危

機管理への対応を成し、人々から信頼され選ばれる持続的発展可能な豊

橋市を築かなければならない。 

今回で 15 回目となる伊藤とくや一般質問は、以下の 3 問と致しました。 
 

 １  スロースタイルなまちづくりについて 
 スローフード、スローライフの実現によるスロータウン、スローシティー（生活文化都市）は

私の選挙公約でしたが、その約束が叶いました。2009 年 11 月に「ええじゃないか豊橋 

推進計画（シティープロモーション）」が承認されましが、大きな 4 つのコンテンツの１つは「と

よはし食文化」です。 

第 5次総合基本構想の目指すまちの姿は、「ゆったりと暮らせるまち」がキーワードに。つ

まりスローライフです。ゆったりとした時間、スローが贅沢であるといった価値観は、新しい時

代の価値観として受け入れられ、豊橋・東三河への移住・定住に繋がるかもしれません。 
 

 ２  BCP（事業継続計画）に対する本市の役割について 
BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）とは、企業が被災しても事業を中断

させず、中断しても可能な限り短期間で再開させ、中断に伴う顧客取引の競合他社へ

の流出、マーケットシェアの低下、企業評価の低下などから企業を守るための経営戦略

であり、リスクに対し如何に事業に影響を与えない時間内で事業活動を復旧するかとい

う、『リスクマネジメント・危機管理』をいいます。また、BCP はシミュレーションとそれに基づ

き先手を打つ費用対効果の高い先行投資です。BCP は企業で働く人の生命、企業の

生命、また、地域社会の経済的基盤という生命を救います。さらにリスクを分散できない

本市の中小企業にとっては最重要課題です。 
 

 ３  アーケード、日除け、雨よけ等について 
10月9日広小路1丁目地内において、歩道上部に設けた屋根のアルミ製天井パネルの

一部が落下し4人が軽傷を負う事故が発生した。事故を起こしたアーケードは築35年。

市内にはあるアーケードは多くの市民に親しまれ、商業を振興させるなど利便性の大変

高い施設だが、老朽化したものも多い。今後、維持管理について様々な取り組みが必

要であり、本市の果たす役割は大きい。 

 

Now 

 

【１】 スロースタイルなまちづくりについて 
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生活文化都市豊橋を目指して 

質問の骨子 ■大規模な自然災害や事故、また、新型インフルエンザ

など、「脅威（リスク）」は多様化。本市はウズラの鳥インフルエンザで多くの

教訓を得ました。現在豊橋ウズラは事業として回復しつつあるも顧客の他

への流出、市場シェアの低下という現実があります。 

■災害に対する 都市復旧は借入金で行われます。出来るだけ経済的

被害を少なくする努力は行政にとって大切な先行投資です。企業の早

期復旧は地域経済への影響の大きさから何としても成さねばなりません。

■災害と言えば自衛隊の出動が期待されますが、豊橋市を所管「豊川

駐屯地」は、災害時には西は刈谷境川、東は豊橋・湖西までをカバーす

ることとなり、その場合隊員は 2200人だが、実働は 800人、そのうち災害

復旧派遣は 200 ～ 250 人と言われている。加えて自衛隊は、食糧

費、ガソリン代の 2 分の 1 などは有料です。 

■リスクを分散している大企業など、一度出ていった企業はなかなか戻ら

ないなど、経済活力を取り戻すことはきわめて難しいのです。また、台風

18 号での高潮による影響で操業が一時中断した豊橋の事業所が、元

請け会社から切り捨てられるといった事例もありました。 

インフラやライフラインの早期復旧はすべての企業、とりわけリスクを分散で

きない本市の中小企業にとっては最重要課題です。インフラ復旧は豊橋

市だけで対応が可能な問題ではありません。豊橋市の道路が復旧しても

その先がつながっていなければ経済活動は再開できません。そのためには

県との連携は不可欠です。近隣都市とともに強く県に働きかけるとともに、

他の関係機関、企業、団体等との新たな連携を強く期待します。 

■BCP はシミュレーションとそれに基づき先手を打つ、費用対効果の高い

先行投資です。企業に自助努力を求めなければならないのは災害に強

い企業となること。BCP は企業で働く人の生命、企業の生命、また、地

域社会の経済的基盤という生命を救います。 

■ライフラインは、応急復旧までに最短で、電気が 1 週間、都市ガスと水

道は１ケ月と予測。直接的な被害額は最大で約1兆円と予測。また、企

業は生産能力の低下や流通が停滞するなどの影響を受け、多くの経済

損失を受けることが想定されています。 

 

 

伊藤とくやよりの御案内 

平成２３年２月２４日（木）１８時３０分より 

松葉町カリオンビルにて市政報告会を開催します 

○新伊藤とくや後援会事務所が２月３日より開きます 

松葉町３丁目６８番地です。是非お越しください！ 

報告会開催を多数予定しています！宜しくお願いします 

発行 
 

伊藤とくや事務所 
 

豊橋市松葉町 3-68 

FAX : 0532-56-5521 

TEL : 0532-53-4556 
bbito@mx1.tees.ne.jp 

携帯：090-3855-9696 
 

 

 

 

 

“春風会便り”＆編集後記 

私たち春風会が中心となって行動した結果、豊橋市議会は

来期である本年４月の統一地方選挙が改選期から議員定数を

４０名から３６名へ削減します。勝負は間近、全力で戦います。 

高齢化、老朽化、危機管理の課題を乗り越え、「共生他尊」

に基づく「独立自尊」の精神で、あらゆる世代が希望をもてる、い

つまでも住み続けたい豊橋市、東三河をつくるために！ 

THE TOKUYA TIMES Winter 2010-11 次号は 4月 24日の豊橋市議会改選の結果次第となります。また、3月議会は速報として伊藤とくやのＨＰにてご報告いたします。 

THE TOKUYA TIMES 【とくや タイムズ】 Winter 2010-11 Vol.15 

【2】 BCP(企業継続計画)について 

東海・東南海・南海大地震 3 連動危機が予測される 

が、本市の危機管理体制はいまだ充分とは言えない！ 

さらに災害後の企業継続計画は未着手部分が多い！ 

 

【３】 アーケード、日除け、雨除け等について 

人口 27 万人のポルトガル共和国ポルト市の METORO（メトロ）

は、旧市街のごく中心部のみでは地下を走る地下鉄だが、ほかで

は速度を落として地上を走る次世代型路面電車。19 世紀に造

られたドン・ルイスⅠ世橋は自動車橋から路面電車専用橋へ！ 

質問の骨子 アーケードの維持管理についてはそれぞれの振興組合が状況を
確認、点検し、受益者負担を原則とし（アーケード前の店舗が費用負担）とし

ています。しかし、貸店舗が増え管理意識が欠如している、組合から脱退し管

理義務を放棄しているなど問題は多岐に渡るのが実情です。 

問① 道路管理者の観点からの認識と対応について伺う。 

答 建設部長 歩道上に設けられる施設等は道路占用物として許可の対象とな

っている。アーケードは公共性の高い施設と認識安全性を保つための維持管理は

特に重要とし、点検や改修等に関するアドバイスを行っている。今回の事故を契

機として、歩行者の安全性確保のため、他に街路灯、看板など市内約1,400件の

道路占用物の管理者に対し文書による注意喚起を行った。 

答 消防長 「東海地震」、「東南海地震」の単独発生、「２つの地震が連動発生した場

合」の３つのパターンを想定。季節、時間、「東海地震」については予知できたとき、できなかっ

たときのケースも想定し、平成 15 年に「豊橋市地震被害予測調査」を実施。結果、本市に

おいて人的被害の最も大きな地震は「冬の朝５時に東海地震・東南海地震が連動して発

生した場合」、 市域のほぼ半分が震度６強、死者 368人、負傷者 7千 3百人と予測、建

物の被害は、全壊 1万 2千７百棟、半壊以上は 4 万棟と予測。 

 

 

 

問② 産業振興の観点からの認識と対応について伺う。 

答 産業部長 昭和４０年代以降、買い物における利便性や回遊性の向

上、また華やかさや賑わいなどを演出するシンボル的存在としてアーケード等

が設置、産業振興の発展に大きく寄与してきたが、商店街施設の老朽化

が進み、アーケードの存在意義も問わるようになってきている。 

本市では今年度から、補修及び撤去時にも補助する制度を設け、商店街

振興及びアメニティ性向上の支援に努めている。 

２回目 今後どの様に進めていくのか伺う。 

答 産業部長 単に老朽化したアーケード等をどうするかだけでなく、将来

を展望したソフト・ハード両面にわたる、魅力ある商店街づくりを考え、アーケ

ード等のあり方を検討し、市としても働きかけるとともに、環境づくりや支援に

努めていきたい。 

 

問② 想定される被害、具体的災害別予測・経済的損失について伺う。 

答 総務部長 県は昨年11月に「愛知県庁業務継続計画（愛知県庁ＢＣＰ）[想定東海・

東南海地震連動編]」を策定している。しかし、市町村との役割分担や連携などについては

詳しい内容が明記されておらず不透明な部分もある。災害対応業務の開始目標時間の整

合・調整や、緊急輸送道路などのインフラ整備において県との連携が不可欠であるので、本

市ＢＣＰ策定においては県ＢＣＰの内容も踏まえた整理が必要。 

また、物資・資源の確保などの課題を想定。この解消には、関係機関、企業、団体等との

新たな連携も必要になってくる。 

 

 
問④ 企業等への BCP に対する、認識と対応について伺う。 
（ア）明海地区等臨海企業・大企業等について 

（イ）中小企業等について 

（ウ）商店街等について、それぞれの課題を伺い 2 回目として 

①企業の BCP 策定の啓発普及について 

②中小企業への BCP 策定支援についての認識について 

③企業の共助による普及促進の考え方について 

④当面の取り組みについて・・・を質疑した。★詳細は是非ホームページでご覧下さい★ 

問③ 本市の BCP に対する認識と対応について伺う。 

市役所 BCP 策定上で周辺自治体や企業や関係団体との連携について伺う。 
団体との連携についてどのように考えているのか伺う。 

 
 

 

問① BCP に対する認識と対応について伺う。 

 
答 消防長 脅威（リスク）は多様化。ＢＣＰの作成は、公的機関も含め、災害に強い事業

体に生まれ変わるための経営戦略の観点からも大変有用なものであると認識。豊橋市地域

防災計画の中で、「事業者の責務」としてのＢＣＰの策定を求めている。平成19年、民間事

業者向けのパンフレットを作成し、商工会議所や各種団体を通じ企業等に配付を行い、普

及・啓発に努めてきている。 

 

答 産業部長 ① 県作成の「愛知ＢＣＰモデル」は、主に地震を想定した中小企業向けＢ

ＣＰ策定マニュアルとして、入門のためのコンパクト版などを用意している。また静岡県での先

進事例などを参考に、関係機関とも連携して取り組んでゆく。 

② プラン作成の指導者や体制作りの人的支援、策定や耐震診断にかかる経費など資金

面での支援も促進効果を高めるものと考えている。企業の取組み状況やニーズを踏まえたう

えで、啓発や周知から始め、段階的に効果的な支援方法を検討する。 

③ 一連の企業が連携して策定する「サプライチェーン」、施設や設備関係の建設業者や保

守業者と共同した「サポートチェーン」といった、関連企業が連携した取り組みは企業活動の

早期復旧に対し非常に大きな効果があるものと受け止めている。 

④ 「明海地区防災連絡協議会」のＢＣＰに関する研究が充実されるよう連携協力に努め

ていく。また、神野西地区、御津地区、若松地区など企業集積地区において「地元企業意

見交換会」などを開催し、ＢＣＰ策定に向けての機運を高めていく。さらに、商工会議所や近

隣市などの関係機関とも連携し、支援体制づくりを進めることが重要であると考えている。 

 

中央防災会議

防災向上専門

調査の資料より 
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